
令和３年度予算編成に向けた「区提案反映制度」項目・対応状況一覧

提案区
番
号

項　目 提 案 内 容 の 概 要 所管局
対応

※一部対応
含む

青葉 1
大規模な風水害時における青葉区庁舎及び青葉土
木事務所の電源保全

　青葉区庁舎及び青葉土木事務所の電源等を浸水から守るため、
防水扉や止水板、止水壁の設置を要望

市民局 ○

青葉 2
感染リスク低減のためのＩＣＴを活用した来庁不要な
仕組みの構築

１　窓口手続きのオンライン化
２　庁外関係者とのＷＥＢ会議や講演会等実施環境の整備

総務局 ○

青葉 3 新たな働き方の実践に向けたＩＣＴ環境の整備

１　テレワーク
(１) 貸出端末の拡充
(２) 対象要件の緩和
(３) 対象業務の緩和
(４) 通信機器（公用携帯電話）の配付
２　ＷＥＢ会議
(１) 区庁舎各会議室へのＹＣＡＮ接続（庁内会議用）

総務局 ○

青葉 4 幹線道路の輸送力強化と周辺支線の利便性向上
　青葉台駅周辺道路の混雑緩和及び幹線道路の輸送力強化、周
辺支線の利便性向上等による地域間を結ぶバス路線網の再構築
について、具体化に向けた検討を要望

道路局 ○

青葉 5 良好な緑の保全と恩田市民の森の早期開園
１　区内に残る良好な樹林地を保全するため、緑地保全制度の積
極的な活用推進を要望
２　恩田市民の森の早期公開を要望

環境創造局 ○

青葉 6 谷本公園北側エリアの整備促進 　早期の整備実現に向け、事業用地の早急な取得を要望 環境創造局 ○

青葉 7 都市計画道路等の整備
　川崎町田線、恩田元石川線、真光寺長津田線、恩田線につい
て、整備の促進を要望

道路局 ○

青葉 8 こどもログハウスの空調設備の設置
　こどもログハウスは、夏場の酷暑に体調を崩す利用者が多いこと
から、熱中症対策として必要充分な空調設備を設置

環境創造局 ○

青葉 9
認可保育所等における１歳児受入れ枠の拡大及び
定員割れ対策の推進

１　０歳児定員削減による１歳児受入れ枠拡大促進補助金の創設
（既存施設）
２　保育所新規整備時における０歳児定員抑制による１歳児受入
れ枠拡大推進補助金の創設（新規施設）

こども青少年局 ○

青葉 10
発災時の市立保育所在園児・保護者との連絡手段
の確立と、業務改善

　保護者との連絡手段に、パソコン・スマートフォンを活用した双方
向アプリ等のサービスを導入

こども青少年局 ○

市民局

環境創造局

１　エレベーター等の設置
２　女性用シャワー室の設置
３　女性用休憩室の設置

青葉土木事務所のユニバーサルデザイン対応11 ○青葉



（様式２－２）

担当者名 老松、松原 TEL

所管
局名

共通区

継続年数

番号

◆局回答内容

担当者名 安見、秋枝 TEL

◇これまでの区としての対応　※区運営方針に位置づけられているものはその旨記載してください。

　青葉区では、令和元年度、浸水時における非常用電源の確保策として、①蓄電池の設置、②非常用電源の新設及び移設、
③止水板等の設置、について有効か調査しました。その結果、①及び②は、スペースを確保することが難しいことがわかり
ました。
　また、通常の電力を受電し、施設内へ配電する役割のある高圧受電盤が浸水した場合、その復旧に、調査・製造・設置工
事など最低でも半年かかり、その間、区役所の業務継続が出来なくなることがわかりました。そうしたことを踏まえ、対応
を検討し、止水板等を設置して、電源を保全する方向で進めることとしました。

令和３年度予算編成に向けた区提案反映制度調書

青葉区 総務課

978-2213

市民局

提案種別

予算関連

新規

項 目

1 大規模な風水害時における青葉区庁舎及び青葉土木事務所の電源保全

◇地域の課題、基礎データ等

　平成27年９月の関東・東北豪雨災害を踏まえ、平成28年８月に最大想定降雨（２日間で約792mmの大雨）による洪水浸水
想定区域が国土交通省より公表されました。この想定によると、鶴見川が氾濫した場合、青葉区庁舎は、最大1.1m、青葉土
木事務所は、最大1.6m浸水する恐れがあります。これらの施設には、１階や地下１階に高圧受電盤、非常用発電機等があり
ますが、浸水により、災害対応時及び業務継続に必要とされる電源の確保が出来なくなります。

◇地域ニーズ等の収集手段

■１　日常の窓口対応等 □２　市民からの提案等 □３　地区担当制 □４　地域懇談会等
□５　区民アンケート □６　区民要望 □７　関係団体からの要望
□８　その他（ ）

◇区民からの具体的な要望

　区庁舎などが浸水被害に見舞われても、発災時における区民からの電話による問い合わせ対応や、発災後の罹災証明書の
発行、各種減免・徴収猶予業務など、必要となる行政サービスが提供出来るよう、電源の保全及び早期復旧が出来るよう整
備してほしい。

市民局 地域施設課

◇提案内容・概算額等

青葉区庁舎及び青葉土木事務所の電源を保全するため、防水扉や止水板、止水コンクリートなどの設置に必要な予算を要望
します。

【設置箇所】
青葉区庁舎：止水板11か所、防水扉：11か所、止水コンクリート壁：２か所
青葉土木事務所：止水板５か所

【必要期間】
合計３年（基本設計１年、実施設計１年、施工１年）

【設置費用】
千円　（内訳）基本設計 ： 千円

実施設計 ： 千円
施工(青葉区庁舎)　　： 千円
施工(青葉土木事務所)： 千円

◇参考：区執行体制上の課題

現行の体制で対応

◇所管局

所管局課 市民局地域施設課

671-2086

対応の有無 対応する

対応しない場合

◇課題に対する局の考え方

◇対応する場合の課題

対応する場合 　区庁舎の大規模な風水害時における非常用電源等の保全について、区庁舎等設備改修事業の中
で基本設計を行います。

◇対応の内容

01161188
長方形

01161188
長方形

01161188
長方形

01161188
長方形

01161188
長方形



（様式２－２）

担当者名 久保　謙二 TEL

所管
局名

共通区

継続年数

番号

◆局回答内容

担当者名 尾島・米内 TEL 671-3791

対応の有無 対応する

対応しない場合

◇課題に対する局の考え方

◇対応する場合の課題

対応する場合

１　本市における市民向けの行政手続について、全庁で洗い出しを行いました。その結果と国が
示す方針を踏まえ、本市全体のオンライン化の方針を策定します。その上で、実施主体である業
務主管課がさらに電子化を進めやすくなるよう、必要な支援を行うとともに、本市の行政手続の
オンライン化推進のために必要な基盤となる、電子申請システムの機能拡大に係る費用につい
て、総務局が負担します。

２　現在のネットワーク構成での実施に向けては、今年度改定された総務省策定「地方公共団体
における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」の方向性を踏まえ、環境及び制度の
整備検討を進めていきます。

◇対応の内容

◇地域ニーズ等の収集手段

■１　日常の窓口対応等 □２　市民からの提案等 □３　地区担当制 □４　地域懇談会等
□５　区民アンケート ■６　区民要望 □７　関係団体からの要望
□８　その他（ ）

◇区民からの具体的な要望

区役所内の来庁者が非常に近い距離にいる。身体的距離の確保を区役所などの行政の場から実行してほしい。

総務局 行政・情報マネジメント課

◇提案内容・概算額等

１　窓口手続きのオンライン化
　市民の皆様に来庁いただかなくても手続きができる環境を整備することが、感染リスクの低減、市民の皆様の利便性向上
につながるため、窓口手続きのオンライン化に向け、「窓口業務の洗い出し」「業務フローの整理・見直し」「オンライン
化可能な手続きの抽出及びオンライン化検討」が必要です。
２　庁外の関係者とのWEBによる会議や講演会等実施環境の整備
　庁舎内と関連施設とのWEB会議等を可能にし、区役所に集まる機会を減少させ、感染リスクを低減させることが必要で
す。短期的には「外部とWEB会議を行うための共通ルールの策定」、「WEB会議に係る標準の通信環境及び端末の仕様策定」
を行いつつ、中長期的には「横浜市行政情報ネットワーク(YCAN)端末で外部とWEB会議ができる環境の整備」を目指し、検
討を進める必要があります。

◇参考：区執行体制上の課題

現行の体制で対応

◇所管局

所管局課 総務局行政・情報マネジメント課

◇これまでの区としての対応　※区運営方針に位置づけられているものはその旨記載してください。

・手続きの郵送対応を行うほか、職員の働き方についても在宅勤務、通勤ラッシュを避けるためのフレックス勤務などによ
り、感染リスクを低減するための取組を行ってきました。
・新型コロナウイルス対策等への取組については、令和２年度青葉区運営方針の目標達成に向けた施策「２　安全で安心し
て暮らせるまち」に記載しています。

令和３年度予算編成に向けた区提案反映制度調書

青葉区 区政推進課

978-2216

総務局
13区（鶴見区、西区、中区、南区、港南区、
保土ケ谷区、旭区、磯子区(提案１のみ)、金
沢区、緑区、都筑区、栄区、瀬谷区）

提案種別

制度関連

新規

項 目

2 感染リスク低減のためのＩＣＴを活用した来庁不要な仕組みの構築

◇地域の課題、基礎データ等

新型コロナウイルス感染症が拡大する中、区役所には市民の皆様をはじめ、日々多くの方が来庁し
ており、感染リスクを抱えています。
感染リスクを抑え、市民の皆様の安全・安心な生活を守るために、来庁不要な仕組みの構築が必要
です。

【参考】

・令和２年８月21日時点の区内感染者数は175人と、市内最多となっています。これは、平成27年
度国勢調査によると、区内に常住する就業者・通学者の42％が東京都に通勤・通学していること
が一因と考えられ、今後、同様の感染症拡大局面に直面した際、リスクの高い区であると考えま
す。
・平成31年３月末時点では、重症化しやすいと言われる老年人口が65,536人と市内で４番目に多
く、感染リスクを抑える必要があります。
・国においても、「骨太の方針2020」において、「新たな日常」構築の原動力となるデジタル化
への集中投資・実装とその環境整備を進めるとしています。



（様式２－２）

担当者名 霧生、島谷、前田 TEL

所管
局名

共通区

継続年数

番号

◆局回答内容

担当者名 宮永・中野・直井 TEL

◇これまでの区としての対応　※区運営方針に位置づけられているものはその旨記載してください。

・郵送による行政手続きの推奨（区ホームページでの周知）
・飛沫感染防止のため、窓口へのビニルフィルム等の設置。窓口の消毒、職員のマスク着用。
・職員の在宅勤務（テレワーク）、フレックスタイムの利用
・WEB会議システムを利用したリモート会議の実施
・新型コロナウイルス対策等への取組については、令和２年度青葉区運営方針の目標達成に向けた施策「２　安全で安心し
て暮らせるまち」に記載

令和３年度予算編成に向けた区提案反映制度調書

青葉区 総務課

978-2211

総務局

提案種別

予算・制度関連

新規

項 目

3 新たな働き方の実践に向けたICT環境等の整備

◇地域の課題、基礎データ等

・新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、一人ひとりの感染症対策（ソーシャルディスタンスの確保、マスクの着
用、手洗い）のほか、日常生活を営む上での生活様式として「密集、密接、密閉（３密）」の回避等への協力を市民の皆
様に求めていますが、経済状況の悪化等市民生活全般へ多大な影響が出ています。
・区役所においては、日々多くの来庁者、関連事業者、職員がおり、感染リスクを抱えています。市民の皆様の安全安心
な生活や、職員の健康維持のためにも、サービスレベルを落とすことなく感染リスクを低減することが必要です。
・職員の業務効率化やワーク・ライフバランスの実現、新型コロナ禍での市民サービスの向上を図るためには、テレワー
ク等在宅勤務の拡大、ICT環境の整備等を進める必要があります。

◇地域ニーズ等の収集手段

■１　日常の窓口対応等 □２　市民からの提案等 □３　地区担当制 □４　地域懇談会等
□５　区民アンケート □６　区民要望 □７　関係団体からの要望
□８　その他（ ）

◇区民からの具体的な要望

・区役所内の来庁者が非常に近い距離にいる。身体的距離の確保を区役所などの行政の場から実行してほしい。（令和２年
４月８日　区民からの広聴）
・新型コロナ禍で、来庁者や職員の感染リスクを低減するためには、郵送による手続きの推進、在宅勤務、WEB会議等が有
用。（職員からの要望）

総務局
行政・情報マネジメント課

ICT基盤管理課

◇提案内容・概算額等

１　テレワーク
・貸出端末の拡充（現状１台※）
※新型コロナウイルス感染症対策のための暫定環境として、プラス１台稼働中（令和２年度末まで）

・対象者要件の緩和（現状、子育て等配慮を要す職員のみを対象）
・対象業務の緩和（現状、個人情報を含む業務不可）
・通信機器の配付（現状、職場との連絡方法はEメールなど。電話等は職員の自己負担で対応）
２　WEB会議
・区庁舎各会議室等への横浜市行政情報ネットワーク(YCAN)接続（庁内会議用）
※新型コロナウイルス感染症対策としての分散勤務用スペースや、コンセントレーションブース、

ペーパーレス会議等で利用 

◇参考：区執行体制上の課題

区の執行体制の調整を要す

◇所管局

所管局課 総務局行政・情報マネジメント課、ＩＣＴ基盤管理課

671-2118
671-2015

対応の有無 対応する

対応しない場合

◇課題に対する局の考え方

◇対応する場合の課題

対応する場合

１　テレワーク
テレワークについては令和２年度９月補正予算により1,300台に拡大します。

２　WEB会議（各会議室等へのYCAN接続）
　　YCANの無線LAN活用については、全区展開を目的に西区をモデル区として、令和２年度内に
検証環境を整備します。

 今後は、モデル区における検証結果を踏まえ、検討を進めていきます。

◇対応の内容



（様式２－２）

担当者名 佐藤 TEL

所管
局名

共通区

継続年数

番号

◆局回答内容

担当者名 阪本、小川 TEL

◇これまでの区としての対応　※区運営方針に位置づけられているものはその旨記載してください。

【都市計画マスタープラン・青葉区プラン】
　区北西部における交通利便性の向上を図るため、利用しやすい公共交通網のあり方についての検討を行います。
　地域の実情に即した地域交通の導入等に向けた地域による主体的な活動の支援や乗り継ぎ割引制度の導入等のバスからバ
ス、バスから鉄道の乗り継ぎの利便性向上を図ります。

令和３年度予算編成に向けた区提案反映制度調書

青葉区 区政推進課

978-2217

道路局

提案種別

予算関連

3年

項　 　目

4 幹線道路の輸送力強化と周辺支線の利便性向上

◇地域の課題、基礎データ等

　区内には、「最寄の鉄道駅まで15分で到達するエリア」から外れた交通不便地域が残されています。令和元年度区民意識
調査では、バスの便などの地域交通の満足度について、「恩田地区と奈良町・奈良北団地地区の不満度は区全体より10ポイ
ント以上高い。」結果となっています。

青葉台駅周辺では、駅前広場周辺において、渋滞が多く発生している状況です。また、青葉台駅が最寄となる日本体育大
学では、建て替えを計画しており、それに伴い輸送力の増強が求められています。
　一方、バス事業者は利用者の減少や乗務員不足の影響により、路線の維持が容易ではない状況に置かれています。また、
バス路線の廃止などによって、生活利便性や地域活力が低下するという懸念があります。

◇地域ニーズ等の収集手段

■１　日常の窓口対応等 ■２　市民からの提案等 □３　地区担当制 □４　地域懇談会等
■５　区民アンケート ■６　区民要望 ■７　関係団体からの要望
□８　その他（ ）

◇区民からの具体的な要望

【交通の課題解決に向けた活動がある主なエリア】
・奈良町エリア

最寄駅はこどもの国駅、玉川学園前駅ですが、駅前に接続する路線バスがなく、青葉台駅や鶴川駅までの路線バスを利用
しています。現行バスダイヤでは、昼間の間隔が最大で156分空くなど、不便をきたしており、バス便の増便等の要望が出さ
れています。
・あかね台エリア
長津田駅北口に行く路線バスは、日中は1時間に１本しかなく、バス便の増便等について意見が寄せられています。
また、地域の団体が交通に関するアンケート調査を実施するなど、新たな地域交通に対するニーズが高まっています。

道路局 企画課

◇提案内容・概算額等

・高頻度バス路線への連節バス導入等による幹線道路の輸送力強化及び青葉台駅周辺道路の混雑緩和、周辺路線の支線化に
よる利便性向上や地域間を結ぶバス路線網の再構築の具体化に向けた検討
・地元の意向を反映した地域交通（新路線・増便等）の運行検討
【概算額】
・地域交通施策検討費 千円
・地域交通の運行検討調査費（１地区）
・バス路線の維持・充実に向けた走行環境整備費 千円

◇参考：区執行体制上の課題

現行の体制で対応

◇所管局

所管局課 道路局企画課

671-3800

対応の有無 対応する

対応しない場合

◇課題に対する局の考え方

◇対応する場合の課題

対応する場合 地域交通の根幹となるバス路線の維持・充実は本市の重要な課題です。路線の短絡化等で運行効率
化を図りつつ、利用者のニーズにも応えられるよう関係者と連携して取り組みます。

◇対応の内容

01161188
長方形

01161188
長方形



（様式２－２）

担当者名 佐藤 TEL

所管
局名

共通区

継続年数

番号

◆局回答内容

担当者名 河野 TEL

◇これまでの区としての対応　※区運営方針に位置づけられているものはその旨記載してください。

【都市計画マスタープラン・青葉区プラン】
　横浜市の緑の10大拠点の一つとして、青葉区の北部及び西部を中心にまとまって残っている樹林地を中心とした里山につ
いては、特別緑地保全地区、市民の森などの様々な緑地保全制度を活用し、地域の意向を踏まえつつ保全を図ります。

令和３年度予算編成に向けた区提案反映制度調書

青葉区 区政推進課

978-2217

環境創造局

提案種別

予算関連

7年以上

項 目

5 良好な緑の保全と恩田市民の森の早期開園

◇地域の課題、基礎データ等

　水と緑の基本計画に緑の10大拠点として位置付けられた「こどもの国周辺地区」では、特別緑地保全地区や市民の森、源
流の森保存地区、緑地保存地区の指定、市民と里山のふれあいの場として、良好な自然環境を保全・活用する必要がありま
す。
１　恩田地区については、絶滅危惧種の生息が確認され、周辺住民の緑地保全に対する関心も高くなりつつあります。
２　恩田東部地区にある樹林地や水田については、その保全が求められています。
３　寺家ふるさと村については、一部が市民の森や特別緑地保全地区として指定されていますが、土地所有者の事情など
　により土地利用転換される可能性がある樹林地があります。
４　元石川町、鉄町、奈良町等にもまとまった樹林地がありますが、土地所有者の事情などにより土地利用転換される可能
　性があります。

◇地域ニーズ等の収集手段

■１　日常の窓口対応等 ■２　市民からの提案等 □３　地区担当制 □４　地域懇談会等
■５　区民アンケート ■６　区民要望 ■７　関係団体からの要望
□８　その他（ ）

◇区民からの具体的な要望

・「恩田の谷戸の保全について」（平成９年度市長陳情）
・「熊谷小川アメニティに隣接する地区の環境維持について」（平成16年度区長陳情）
・平成21年度地域要望（恩田東部地区）
・区民会議令和２年度予算要望（令和元年８月）
【区民意識調査（令和元年12月）】
　「あなたはどのような点を重視してお住まいの地域を選びますか」という問いに対し、「自然環境が身近にあるところ」
を42.5％の方が挙げています。

環境創造局 緑地保全推進課

◇提案内容・概算額等

・寺家ふるさと村、恩田町、元石川町、鉄町、奈良町などの区内に残る良好な樹林地を保全するため、緑地保全制度の積極
的な活用推進を要望します。
・「恩田市民の森」の一部先行公開、用地の取得等の継続、全面公開
【概算額】
・測量費、整備費等　約 千円

◇参考：区執行体制上の課題

現行の体制で対応

◇所管局

所管局課 環境創造局緑地保全推進課

671-3469

対応の有無 対応する

対応しない場合

◇課題に対する局の考え方

◇対応する場合の課題

対応する場合 青葉区内各地区のまとまった樹林地について、引き続き緑地保全制度の指定（新規・拡大）に向
けて土地所有者との交渉を進めるとともに、土地所有者の同意が得られた区域については、指定
に向けた測量を実施します。

◇対応の内容

01161188
長方形



（様式２－２）

担当者名 佐藤 TEL

所管
局名

共通区

継続年数

番号

◆局回答内容

担当者名 川口 TEL 671-3948

対応の有無 対応する

対応しない場合

◇課題に対する局の考え方

◇対応する場合の課題

対応する場合 未取得の用地がある谷本公園北側エリアについては、引き続き用地取得に向けた調整を進めていき
ます。

◇対応の内容

◇地域ニーズ等の収集手段

■１　日常の窓口対応等 ■２　市民からの提案等 □３　地区担当制 □４　地域懇談会等
□５　区民アンケート □６　区民要望 ■７　関係団体からの要望
□８　その他（ ）

◇区民からの具体的な要望

・特定非営利法人　青葉緑東リトル野球協会「谷本公園事業に対する要望書」（平成24年９月）

環境創造局 緑地保全推進課

◇提案内容・概算額等

・谷本公園北側「野球場」エリアについて、事業用地の取得を早急に進め、早期に整備を実施
【概算額】
用地取得          千円

◇参考：区執行体制上の課題

現行の体制で対応

◇所管局

所管局課 環境創造局緑地保全推進課

◇これまでの区としての対応　※区運営方針に位置づけられているものはその旨記載してください。

【都市計画マスタープラン・青葉区プラン】
　鶴見川沿いの水と緑の環境を生かした自然と親しむためのスポーツ・レクリエーション施設など、区民が集まり交流する
機能を持った施設間の連携を高めるとともに、広域的な文化・スポーツ機能の集積を促進します。

令和３年度予算編成に向けた区提案反映制度調書

青葉区 区政推進課

978-2217

環境創造局

提案種別

予算関連

7年以上

項　 　目

6 谷本公園北側エリアの整備促進

◇地域の課題、基礎データ等

　青葉区では、少年野球・サッカー・テニス等が活発に行われていますが、グラウンドの数・質ともに利用者数に対し充実
しておらず、学校予定地など空き地を利用して活動している状況であり、スポーツ施設整備に関する要望が引き続き寄せら
れている状況にあります。
　谷本公園は、区内で本格的なスポーツが楽しめる唯一の地区公園として、南側「運動広場」エリアが平成21年春に開園し
ました。北側「野球場」エリアについては、平成26年度に多目的グラウンドを先行整備しましたが、用地取得の難航により
全面開園に至っていません。区内のみならず、北部エリアにとって、貴重なスポーツ施設であり、早期に整備を行う必要が
あります。

01161188
長方形



（様式２－２）

担当者名 佐藤 TEL

所管
局名

共通区

継続年数

番号

◆局回答内容

担当者名
周治、原（企画課）
坂入(事業推進課)
佐々木（建設課）

TEL

◇これまでの区としての対応　※区運営方針に位置づけられているものはその旨記載してください。

【都市計画マスタープラン・青葉区プラン】
　真光寺長津田線、川崎町田線、恩田元石川線は骨格道路、恩田線は幹線道路に位置付けられ、国道246号線や環状4号線
とともに、区内を格子状に結ぶ骨格道路網を形成することとしています。
　恩田元石川線については、地域住民との話合いを行いながら、歩行空間や自転車通行空間、道路デザインに配慮し、周
辺の地域資源との連携を図ることとしています。

令和３年度予算編成に向けた区提案反映制度調書

青葉区 区政推進課

978-2217

道路局

提案種別

予算関連

7年以上

項　　　　　　　目

7 都市計画道路等の整備

◇地域の課題、基礎データ等

１　川崎町田線：区内の骨格的道路として、事業着手していますが、田奈駅周辺には歩道のない箇所があり、歩行者の安
全上問題であるため、当該箇所の重点整備が必要です。
２　恩田元石川線：平成20年公表の「都市計画道路の見直し素案」において、優先的に事業着手する第１期路線とされて
いたものの事業化には至らず、平成28年３月公表の「都市計画道路の優先整備路線」では、先行着手区間として令和２年
度頃までに事業着手とされています。
３　真光寺長津田線：「都市計画道路の優先整備路線」では、着手時期未定路線ですが、歩道のない箇所が多い現況道路
は、歩行者の安全上問題です。
４　恩田線：真光寺長津田線との接続部が未整備であり、歩行者の安全上問題です。

◇地域ニーズ等の収集手段

　　　■１　日常の窓口対応等　　□２　市民からの提案等　　□３　地区担当制　　□４　地域懇談会等
　　　□５　区民アンケート　　　■６　区民要望　　　　　　■７　関係団体からの要望
　　　□８　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

◇区民からの具体的な要望

・川崎町田線については、田奈駅周辺のスクールゾーン対策協議会や地域住民より、早期に整備がされるよう、意見が出
ています。
・恩田元石川線については、平成４年～「住民参加の道路づくり」の検討がされました。平成15年11月の都市計画決定以
降、横浜市と地元代表組織で「恩田元石川線（もみの木台～荏子田間）再整備計画検討連絡会」が組織され、平成18年度
には「恩田元石川線作業部会協議結果報告書」が再整備計画検討連絡会へ提出されています。
・恩田元石川線については、優先整備路線の見直しに関する意見募集において、早期事業化を望む意見が出されていま
す。
・真光寺長津田線については、歩道がない箇所が多く、危険であるとの意見が出ています。
・恩田線については、代替として使用されている道路に歩道がなく、人身事故が発生するなど、危険であるとの意見が出
ています。

道路局 企画課、建設課

◇提案内容・概算額等

１　川崎町田線:事業中の区間について、引き続き用地取得の推進、道路拡幅整備の推進
２　恩田元石川線：先行着手区間としている鉄地区等の早期事業化、「恩田元石川線作業部会協議結果報告書」の内容を
踏まえた整備済み区間の再整備
３　真光寺長津田線：早期事業化
４　恩田線：早期事業化
【概算額】
１　川崎町田線：恩田地区、田奈地区の用地取得と整備推進（用地取得費、設計費、整備費）
２　恩田元石川線：早期事業化（用地取得費、設計費、再整備費）
３　真光寺長津田線：早期事業化（用地取得費、設計費）
４　恩田線：早期事業化（用地取得費、設計費）

◇参考：区執行体制上の課題

現行の体制で対応

◇所管局

所管局課 道路局企画課、事業推進課、建設課

671-2777(企画課)
671-3533(事業推進課)
671-3539(建設課)

対応の有無 対応する

対応しない場合

◇課題に対する局の考え方

◇対応する場合の課題

対応する場合

　川崎町田線については、早期に整備できるよう用地取得を進めるとともに、まとまった用地が
取得できている奈良川より東側の一部区間の工事を進めます。（建設課）
　平成28年３月に公表した「都市計画道路の優先整備路線」において、恩田元石川線の横浜上麻
生線以北については、優先的に事業着手する路線としています。また、鉄地区及び元石川地区は
先行取得路線として位置づけています。事業着手時期については、他の事業中路線の進捗状況等
を見ながら、検討していきます。(事業推進課、企画課）
【課題】
真光寺長津田線については、現道があること、並行する都市計画道路長津田奈良線が整備されて
いることなどから、「都市計画道路の優先整備路線」では着手時期未定としています。（企画
課）

◇対応の内容



（様式２－２）

担当者名 高橋 TEL

所管
局名

共通区

継続年数

番号

◆局回答内容

担当者名 岸田 TEL 671-3848

対応の有無 対応する

対応しない場合

◇課題に対する局の考え方

◇対応する場合の課題

対応する場合
こどもログハウスの空調については、各区共通の課題と認識しており、美観や形態を極力保
持しながら効果的な暑さ対策を行うため、今年度調査検討を進めています。次年度は全市ロ
グハウスのうちいずれかの館をモデルケースとして選定して基本設計を進め、空調設備等の
設置、換気対策等について検討します。

ログハウスの空調設置費用：

◇参考：区執行体制上の課題

現行の体制で対応

◇所管局

所管局課 環境創造局公園緑地維持課

◇地域ニーズ等の収集手段

■１　日常の窓口対応等 ■２　市民からの提案等 □３　地区担当制 □４　地域懇談会等
□５　区民アンケート □６　区民要望 ■７　関係団体からの要望
■８　その他（施設で働く職員からの広聴 ）

◇区民からの具体的な要望

　当該施設には冷房が無く、夏場は館内が高温となり、利用者から何とかして欲しいという声が寄せられていました。昨年度、
局による応急の対応として小型の家庭用エアコンが設置されましたが、現状は設置された周辺のみ気温が下がっている状態であ
り、依然として全館では夏場の高温が続いています。木造の公共施設であり家庭用エアコンのみでは冷暖房能力が不足している
ため、更に大型の空調機を追加し、利用者の安全を確保したいと考えます。

◇提案内容・概算額等

◇これまでの区としての対応　※区運営方針に位置づけられているものはその旨記載してください。

　昨年度、家庭用エアコンの設置がありましたが、これまでは一時的な対応として、扇風機、スポットクーラーの設置や、館内
気温が特に高温となった場合における、施設の一部（こどもに人気の地下迷路等）の利用停止といった工夫を、指定管理者に
行ってもらっています。

環境創造局 公園緑地維持課

◇対応の内容

令和３年度予算編成に向けた区提案反映制度調書

青葉区 地域振興課

978-2294

環境創造局 １区（鶴見区）

◇地域の課題、基礎データ等

１　こどもログハウスは、体を動かしてのびのび遊べる遊具を数多く設置している、小学生を対象とした木造施設です。
２　年間11万人以上（青葉区）が利用し、そのほとんどが小学生以下のこどもと保護者ですが、夏場の館内気温が40度近くまで
上昇するにも関わらず、空調が設置されない状態がずっと続いてきました。
３　環境創造局が近年の酷暑等を踏まえ応急処置として令和元年７月に家庭用エアコンを２台設置しましたが、利用者の健康状
態を考慮すると、施設に適した空調機を設置する必要があります。見積をとったところ、数百万円費用がかかることがわかって
おり、区では施工が厳しい状態です。

提案種別

予算関連

2年

項 目

8 こどもログハウスの空調設備の設置

01161188
長方形



（様式２－２）

担当者名 佐々木 TEL

所管
局名

共通区

継続年数

番号

◆局回答内容

担当者名 槙村、星 TEL

◇これまでの区としての対応　※区運営方針に位置づけられているものはその旨記載してください。

◆利用定員変更実績　平成30年度１施設（０歳児３名削減）平成31年度２施設（０歳児14名削減）

令和３年度予算編成に向けた区提案反映制度調書

青葉区 こども家庭支援課

978-2428

こども青少年局
10区（鶴見区 神奈川区 南区（一部） 港
南区 保土ケ谷区 磯子区 金沢区 港北区
緑区 戸塚区）

提案種別

予算・制度関連

新規

項 目

9 認可保育所等における１歳児受入れ枠の拡大及び定員割れ対策の推進

◇地域の課題、基礎データ等

１　青葉区では、認可保育所等において、１歳児については希望どおりの保育所等を利用できない保留児童も多く依然
 高いニーズがあります。一方、０歳児及び３～５歳児については定員割れが目立ち、近年増加傾向にあり、１歳児の

  受入れ枠確保及び定員割れ対策は喫緊の課題です。
２　４月の０歳児クラスの定員割れは年度途中に入所が決まっていきますが、一度入所すると、その児童が次年度以降
 も在園するため、保育のニーズが高い１歳児の児童が入所できない問題が生じています。

３　課題解決のため、横浜市では平成30年度から、定員割れしている保育所等で０歳児定員の１・２歳児クラスへの振
 分けや、０歳児定員の純減による１歳児の新規受入数拡大を推進してきました。

 事業者にとって、０歳児定員を減らすことで、必要保育士数が減り効率的な配置が可能になることや、利用定員を
 適正化することで公定価格の定員区分が変わる（＝児童一人当たりの単価が上がる）などのメリットがあります。
 しかし一方で、公定価格において０歳児と１・２歳児の単価の差が大きいこと（＝０歳児定員減により収入減につな
 がる）等が障壁となり、十分な効果があげられていません。

４　事業者が保育所を新設する際、０歳児から継続した保育をしたいという法人の保育方針や、必要な給付を受けるた
 めに、ニーズが減少傾向にある０歳児の定員を必要以上に設定されてしまう傾向があります。

◇地域ニーズ等の収集手段

■１　日常の窓口対応等 □２　市民からの提案等 □３　地区担当制 □４　地域懇談会等
□５　区民アンケート □６　区民要望 □７　関係団体からの要望
□８　その他（ ）

◇区民からの具体的な要望

・十分に育児休業を取得した上で復職したい（０歳児ではなく１歳児で入所したい）

こども青少年局 保育対策課

◇提案内容・概算額等

１　【既存施設】０歳児定員削減による１歳児新規受入れ枠拡大促進補助金の創設
　　０歳児定員を削減する場合、運営法人が受給できる給付費の最大額が下がります。
　　収入減の懸念を少しでも緩和し、１歳児受入れ枠拡大を推進するため、０歳児定員を削減させて１歳児の新規受入
 れ枠を増やした施設に対し、新規受入れ一人増ごとに250千円※１を補助します。

■補助想定施設が０歳児の定員を３名削減した場合の必要予算
【青葉区】250（千円）×３（名分）×10（施設）＝ 7,500（千円）
【全　市】250（千円）×３（名分）×90（施設）＝ 67,500（千円）

　　これにより、全市で１歳児の新規受入れ枠270名分を確保可能です。同等数確保のためには、保育所等約30施設の整
 備が必要であり、新規整備抑制により将来的な運営費の抑制も可能です。

※１　待機児童解消促進事業補助金の１人増の場合の備品購入費の上限額

２　【新規施設】保育所新規整備時における０歳児定員抑制による１歳児受入れ枠拡大推進補助金の創設
　　０歳児ニーズの低い地域で０歳児の定員抑制を推進するため、新設園で０歳児の定員を設定しない場合、０歳児３名
 分の公定価格一年分を補助します。

■新規整備予定施設のうち10施設で０歳児定員を設けなかった場合の必要予算
10（施設）×約200（千円／人・月）※２×３（人）×12（月）＝ 72,000（千円）

これにより、１歳児の新規受入れ数が30名分を確保可能です。同等数確保のためには、認可保育所約３施設の整備
 が必要であり、新規整備抑制により将来的な運営費の抑制も可能です。

※２　０歳児の公定価格

◇参考：区執行体制上の課題

現行の体制で対応

◇所管局

所管局課 こども青少年局保育対策課

671-4469

対応の有無 対応する

対応しない場合

◇課題に対する局の考え方

◇対応する場合の課題

対応する場合

１歳児の保育ニーズは引き続き上昇傾向にあり、本市の待機児童・保留児童の約半数を占めて
います。一方、０歳児においては育休延長制度の浸透等により、定員割れが多く発生するなど
比較的余裕がでてきています。そのため本提案を踏まえ、０歳児の余裕分の定員を削減し１歳
児へ振り替えるなどの定員構成の見直しへの補助や、新設整備時に１歳児から受け入れる施設
への補助基準額の増額などを実施していきます。

◇対応の内容



（様式２－２）

担当者名 吉村 TEL

所管
局名

共通区

継続年数

番号

◆局回答内容

担当者名 高林 TEL

◇これまでの区としての対応　※区運営方針に位置づけられているものはその旨記載してください。

【Ｒ２青葉区運営方針（該当する事業・取組）】
・子育てしやすいまちづくりの推進　・チーム力・職員力を高め、区民の皆様の信頼に応える取組
・防災のまちづくりの推進

令和３年度予算編成に向けた区提案反映制度調書

青葉区 こども家庭支援課

978-2428

こども青少年局
10区（神奈川区、中区（一部）、南区（一
部）、港南区（一部）、保土ケ谷区、金沢
区、港北区、栄区、泉区、瀬谷区）

提案種別

予算関連

新規

項 目

10 発災時の市立保育所在園児・保護者との連絡手段の確立と、業務改善

◇地域の課題、基礎データ等

①緊急時の園児・保護者との連絡手段の欠如
昨今のコロナ禍の登園自粛や大規模な風水害が多発する中、市立保育所運営における保護者との連絡手段の脆弱さが改

めて確認されている。臨時休園など、緊急でお知らせすべき内容について、紙配付や電話対応など極めてアナログな対応
しかできず、すべての保護者への周知に相当な時間を要している。また、既存のメールマガジンは受信者の開封状況の確
認ができないため、確実かつ速やかに伝達すべき情報のやり取りには使用できない状況がある。

【青葉区シミュレーション】例：園関係者にＰＣＲ受検者が発生…電話対応２時間×２回（受検報告＆結果報告）
※ＰＣＲ受検者が発生しただけでも、１回線しかない園の固定電話回線を計４時間独占し、公休シフトの保育士が出勤

して対応せざるを得ないことが想定される。

②保育士の園児・保護者とのコミュニケーション時間の確保
・園児の休みやお迎えの遅れなど、保護者から園への連絡先が、園の固定電話しかない
・おたより等の園からの情報提供は紙媒体のものが多く、印刷・配付に時間がかかる。また、園児が長期間休んでいる場
合、保護者にタイムリーに情報を届けることが難しい
・面談の日程調整などのアンケート類について、保護者回答の集計等に時間がかかるなど、保護者の利便性が低く、ま
た、保育士が多くの業務時間を「事務対応」に費やさざるを得ず、園児や保護者とのコミュニケーション時間を割かれて
いる状況がある。

◇地域ニーズ等の収集手段

■１　日常の窓口対応等 □２　市民からの提案等 □３　地区担当制 □４　地域懇談会等
□５　区民アンケート ■６　区民要望 □７　関係団体からの要望
□８　その他（ ）

◇区民からの具体的な要望

・緊急を要するお知らせが届くのが遅いため、子どもを預けることができるのかわからず仕事を休まざるを得ない状況が
ある。そもそも、緊急時に連絡が取れない状況が不安である（保護者、職員とも）。

こども青少年局 保育・教育運営課

◇提案内容・概算額等

【提案内容】
保護者との連絡手段としてパソコン・スマートフォンを活用した双方向アプリ等のサービスを導入する。
①関東での大震災等にも対応するため、複数個所でサーバが運用され、発災時にアクセスが集中することによる高負荷に
も耐え得る安全なクラウドサービスを導入し、保護者との連絡体制を強化し、保護者が安心して子供を預けられる保育園
にする。
②保護者から園への連絡を、通勤途中など、時間・場所を選ばず可能にする。紙媒体による面談日程の調整等を転換し、
集計業務の効率化を図るとともに、園だよりや献立表なども電子媒体で提供し、資料の配布作業の効率化とペーパレス化
を図る。

【概算額】
サービス利用料  円/年・園

　　算出根拠：利用料  円/月・園×12か月＝  円/年・園

◇参考：区執行体制上の課題

現行の体制で対応

◇所管局

所管局課 こども青少年局保育・教育運営課

671-2396

対応の有無 対応する

対応しない場合

◇課題に対する局の考え方

◇対応する場合の課題

対応する場合 市立保育所の災害時等における保護者との円滑な連絡手段の確保やシフト作成等の保育士の業
務負担は課題だと認識しており、システムの導入を検討しています。次年度はモデル実施のた
めの予算を計上します。

◇対応の内容

01161188
長方形

01161188
長方形

01161188
長方形



（様式２－２）

担当者名 国本 TEL

所管
局名

共通区

継続年数

番号

◆局回答内容

担当者名 安見、秋枝 TEL

担当者名 佐丸　雄一郎 TEL

671-2086

対応の有無 対応しない

対応しない場合

◇課題に対する局の考え方

　昇降設備の必要性について再度検討するとともに、設置の可能性や事業費等についても精査
してください。また、ソフト面での対応も検討してください。

◇対応する場合の課題

対応する場合
◇対応の内容

◇地域ニーズ等の収集手段

■１　日常の窓口対応等 □２　市民からの提案等 □３　地区担当制 □４　地域懇談会等
□５　区民アンケート ■６　区民要望 □７　関係団体からの要望
■８　その他（公園愛護会、ハマロード・サポーター等）

◇区民からの具体的な要望

土木事務所の設備について
１　車椅子では２階に上がれないので、昇降設備を設置してほしい。
２　女性の職員が増え安心して相談しやすい環境が整いつつあるので、更に増やしてほしい。

市民局 地域施設課

◇提案内容・概算額等

【施設整備費計  千円】

１　【  千円】エレベーター等の昇降設備の設置
２　【  千円】１人用シャワー室の設置
３　【  千円】女性用休憩コーナーの設置

◇参考：区執行体制上の課題

現行の体制で対応

◇所管局

所管局課 市民局地域施設課、環境創造局管路保全課

◇これまでの区としての対応　※区運営方針に位置づけられているものはその旨記載してください。

主な事業・取組１「あおば地域包括ケアシステムの推進」、「障害者支援の推進」／組織運営「チーム力・職員力を高
め、区民の皆様の信頼にこたえる取組」
これらの取組で実施すべきバリアフリー化要望や、（女性）職員の働きやすい環境づくりについては、これまで特に何も
対応できていない。

令和３年度予算編成に向けた区提案反映制度調書

青葉区 土木事務所

971-2300

市民局、環境創造局

提案種別

予算関連

2年

項 目

11 青葉土木事務所のユニバーサルデザイン対応

◇地域の課題、基礎データ等

１　青葉区は、港北区に次いで市内第２位の31万人を超える区内人口を抱えている。
２　とりわけ、65歳以上の人口は65,000人を超えている。
３　来所される機会の多い区民の方々（公園愛護会、ハマロード・サポーター等）は、高齢者の比率が高い。
４　多様化する市民サービスへの対応や誰もが働きやすい環境づくりの必要性が増している。

環境創造局 管路保全課

671-2832

対応の有無 対応する

対応する場合
◇対応の内容

1人用シャワーと女性用休憩コーナー（更衣スペース）について、設置スペース確保の
状況により、局で負担します。

対応しない場合

◇課題に対する局の考え方

◇対応する場合の課題

01161188
長方形

01161188
長方形

01161188
長方形

01161188
長方形
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